
議案第１６２号

　　　令和３年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定につ

　　　いて

　　　　　　　　　　　　令和４年 ９ 月 ２ 日提出

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

　令和３年度川崎市工業用水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、令和３年度

川崎市工業用水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

別紙監査委員の意見を付して認定を求める。



令 和 ３ 年 度 川 崎 市 工 業 用 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益 △

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 7,609,102,000 7,609,102,000

第１項 営 業 費 用 △ 0 7,302,011,000 7,302,011,000 ※１、３

第２項 営 業 外 費 用 0 297,081,000 297,081,000 ※２、４

第３項 特 別 損 失 0 10,000 10,000

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 円

0

円

10,000

10,000,000

流用増減額

円円

7,609,102,000

7,416,233,000

07,907,415,000

0 0

0

114,222,000

円

0

11,636

0

0

0

円

小   計予備費支出額

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

円 円

予算額に比べ

区         分 

区         分 

備     考

※１

※２

決  算  額
合     計

地方公営

133,442,932

不  用  額

に よ る

繰 越 額

決算額の増減

445,834,187

0

0

0

0 0182,859,000

当初予算額

691,767,186

999,466

                             予                   算                   額

工業用水道事業費用

円

7,744,297,000

163,088,000

30,000

工業用水道事業収益

7,609,531,519

補正予算額

                             予                   算                   額

当初予算額

地方公営企業法第24条
決  算  額

297,044,575

0

7,744,297,000

0

0

6,741,419,274

円

7,038,463,8490

114,222,000

163,088,0000

0

0

補正予算額

611

円

合     計第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

円 円

7,907,415,000

0

円

0

0

0

7,773,972,068

企業法第

26条第2

164,440,548

1

円

30,0000

134,765,481

項の規定

9,242,266

1,352,548

29,999

10,000

10,000,000

0

0

0

570,638,1510

560,591,726

36,425

0

備

考

0

0



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

（1）翌年度へ繰下発行

　する額

（2）不用額

資 本 的 収 入

  第１項 126,000,000

0

円

0

補 助 金

  第３項

工業用水道事業

固 定 資 産
  第４項

売 却 代 金

負 担 金

276,763,000

0

126,000,000円

区       分

財 源 充 当 額

10,000

当初予算額

                                予                  算                  額

276,763,000

150,753,000

補正予算額 小      計

0

0第１款

  第２項

決  算  額 備    考

予算額に比べ

合    計
決算額の増減

125,984,801

円

継 続 費 逓 次

276,763,000 150,778,199 △0

企 業 債

0

0

0150,753,000

0

010,000

126,000,000

150,752,697

0

0

0

0

0

0 △

△

△

10,000

  する額

※企業債収入減額内訳126,000,000126,000,0000

0

0

25,502

150,753,000 303

0円

25,502

10,000



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 1,368,255,000 0 0 0 1,368,255,000 233,988,556 0 1,602,243,556 544,708,556 520,432,250 0 520,432,250 537,102,750 ※１

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 43,809,312 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1,069,736,119円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 46,421,855円、減債積立金 675,805,762円及び過年度分損益勘定留保資金 347,508,502円

0

05,000,000 0

0

0 0

0 675,806,000 675,805,762

0 2,283,049,556

0 0

で補てんした。

0予 備 費

  第２項
償 還 金

0 675,806,000
企 業 債

  第３項 5,000,000

0

継続費

逓  次

翌 年 度 繰 越 額

地方公営企業法

よ る 繰 越 額

第26条の規定に
決  算  額

合     計
区       分

0
資 本 的 支 出

第１款

補正予算額
備 考

当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

継続費

逓  次

繰越額

地方公営企業法

第26条の規定に小   計

予 備 費

支 出 額

繰越額

不  用  額

よ る 繰 越 額

0

0 0

建 設 改 良 費

0

0

0

0

工 業用水道事業
2,049,061,000

5,000,000

675,806,000

1,220,514,318 520,432,2502,049,061,000 233,988,556

5,000,000

542,102,988520,432,250

0 238



（単位  円）

１

（１） 6,907,769,664

（２） 81,664

（３） 9,913,005 6,917,764,333

２

（１） 3,413,092,437

（２） 940,424,629

（３） 304,389,965

（４） 33,173,327

（５） 88,033

（６） 315,790,072

（７） 1,144,939,266

（８） 143,687,358 6,295,585,087

622,179,246

３

（１） 92,043

（２） 22,180,807

（３） 114,970,525

（４） 26,197,815 163,441,190雑 収 益

令和３年度川崎市工業用水道事業損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

受 託 工 事 収 益

資 産 減 耗 費

給 水 費

浄 水 費

営 業 収 益

配 水 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

他 会 計 補 助 金

総 係 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

原 水 費

受 託 工 事 費



４

（２） 46,781 99,181,661 64,259,529

686,438,775

５

（１） 1 1 1

686,438,776

675,805,762

1,362,244,538当年度未処分利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び

雑 支 出

営 業 外 費 用

（１）
企 業 債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 利 益

特 別 利 益

99,134,880



令和３年度川崎市工業用水道事業剰余金計算書

（令和３年４月１日から 令和４年３月３１日まで）

（単位　円）

剰余金

国県補助金
資本剰余金
合計

減債積立金
未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

18,775,586,658 40,714,290 40,714,290 987,204,156 1,258,064,357 2,245,268,513 21,061,569,461

686,879,623 0 0 571,184,734 △ 1,258,064,357 △ 686,879,623 0

686,879,623 0 0 571,184,734 △ 1,258,064,357 △ 686,879,623 0

資本金への組入れ 686,879,623 0 0 0 △ 686,879,623 △ 686,879,623 0

減債積立金の積立て 0 0 0 571,184,734 △ 571,184,734 0 0

19,462,466,281 40,714,290 40,714,290 1,558,388,890 0 1,558,388,890 21,061,569,461

0 0 0 △ 675,805,762 1,362,244,538 686,438,776 686,438,776

0 0 0 △ 675,805,762 675,805,762 0 0

0 0 0 0 686,438,776 686,438,776 686,438,776

19,462,466,281 40,714,290 40,714,290 882,583,128 1,362,244,538 2,244,827,666 21,748,008,237

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高

当年度変動額

減債積立金の取崩し

資本合計

利益剰余金

資本金

資本剰余金

前年度末残高

当年度末残高

当年度純利益

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）

（繰越利益剰余金）



（単位　円）

0

40,714,29020,138,272,043

675,805,762

令和３年度川崎市工業用水道事業剰余金処分計算書

1,362,244,538

△ 1,362,244,538

19,462,466,281

675,805,762

資本剰余金資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高 40,714,290

議会の議決による処分額

資本金への組入れ △ 675,805,7620

処分後残高

減債積立金の積立て 0 0 △ 686,438,776

0
（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 571,711,857

イ 3,261,216,952

△1,431,321,991 1,829,894,961

ウ 31,925,881,974

△20,306,209,012 11,619,672,962

エ 11,762,849,394

△7,210,783,347 4,552,066,047

オ 1,062,521

△893,202 169,319

カ 114,257,609

△77,230,063 37,027,546

キ 94,644,176

△39,813,404 54,830,772

ク 344,324,203

19,009,697,667

（２）

ア 9,997

イ 1,423,913,070

ウ 296,559

エ 74,793,848

オ 12,497,724

カ 68,625,514

1,580,136,712

20,589,834,379固 定 資 産 合 計

地 上 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

無形固定資産仮勘定

令和３年度川崎市工業用水道事業貸借対照表
（令和４年３月３１日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額



２

（１） 9,436,828,722

（２） 1,301,515,491

（３） 3,134,682

（４） 49,570,000

10,791,048,895

31,380,883,274

３

（１）

6,255,712,236

6,255,712,236

（２） 53,087,989

（３）

ア 568,581,380

568,581,380

6,877,381,605

４

（１）

639,748,270

639,748,270

（２） 20,828,202

（３） 923,809,413

（４） 4,132,571

（５） 4,927,664

（６） 14,450,456

（７）

ア 51,024,438

51,024,438

1,658,921,014流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金



５

（１）

ア 135,680,197

△107,366,757 28,313,440

イ 994,384,701

△663,336,735 331,047,966

ウ 2,141,429,687

△1,684,227,890 457,201,797

エ 3,528,027,557

△3,248,018,342 280,009,215

1,096,572,418

1,096,572,418

9,632,875,037

６ 19,462,466,281

７

（１）

ア 40,714,290

40,714,290

（２）

882,583,128

2,244,827,666

2,285,541,956

21,748,008,237

31,380,883,274

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

イ
当 年 度 未 処 分

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

1,362,244,538

ア 減 債 積 立 金

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品 

  先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ６～５０年 

     構築物      ８～８０年 

     機械及び装置   ４～６０年 

     車両運搬具    ３～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２０年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。     

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。 

  イ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負



担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当年度の費用として処理している。 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

（１）重要な非資金取引 

ア ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ５１，６０４，３９４円 

リース債務  ５６，７６４，８３３円 

イ 受贈財産の受入れによる資産の取得 

当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資産の取得額は次のとおり

である。 

構築物  ４，３２５，７６２円 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は８９７，５９８，１７２円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

４ セグメント情報に関する注記 

川崎市工業用水道事業会計は、工業用水道事業のみを運営しており、事業全体を

もって単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

５ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 



  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務  ２０，８２８，２０２円 

  長期リース債務  ５３，０８７，９８９円 

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の退職手当として６５，５９１，３４０円を支給するた

め、退職給付引当金６５，５９１，３４０円を取り崩している。 

（３）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る法定

福利費として１４５，９１５，０６１円を支給（支払）するため、賞与引当金 

５３，１２０，０２６円を取り崩している。 


